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　（１）審議概観

　第165回国会において本特別委員会に付託された法律案は、衆議院提出１件（沖縄

及び北方問題に関する特別委員長）であり、可決した。

〔法律案の審査〕

　北方地域旧漁業権者等に対する特別措置に関する法律の一部を改正する法律案は、

衆議院沖縄及び北方問題に関する特別委員長の提出に係るものであり、北方地域旧漁

業権者等の範囲を拡大し、これらの者の営む漁業その他の事業又はその生活に必要な

資金を貸し付けることができることとするものである。

　委員会においては、12月13日に提出者安住衆議院沖縄及び北方問題に関する特別委

員長から趣旨説明を聴取した後、改正案提出の経緯とその改正目的、第31吉進丸の銃

撃・だ捕事件に関する我が国の対応等について質疑が行われ、全会一致をもって原案

どおり可決された。なお、附帯決議が付された。

　（２）委員会経過

○平成18年９月28日（木）（第１回）

　○特別委員長を選任した後、理事を選任した。

○平成18年11月１日（水）（第２回）

　○理事を選任した。

○平成18年12月13日（水）（第3回）

　○政府参考人の出席を求めることを決定した。

　○北方地域旧漁業権者等に対する特別措置に関する法律の一部を改正する法律案（衆第

　　３号）（衆議院提出）について提出者衆議院沖縄及び北方問題に関する特別委員長安

　　住淳君から趣旨説明を聴き、同君、衆議院沖縄及び北方問題に関する特別委員長代理

　　宮腰光寛君、浅野外務副大臣、平沢内閣府副大臣及び政府参考人に対し質疑を行った



　後、可決した。

　　　〔質疑者〕主濱了君(民主)、喜納昌吉君(民主)、紙智子君(共産)、大田昌秀君

　　　　　　　　(社民)

　　(衆第３号)賛成会派　自民、民主、公明、共産、社民

　　　　　　　　反対会派　なし

　　なお、附帯決議を行った。

○沖縄及び北方問題に関しての対策樹立に関する調査の継続調査要求書を提出すること

　を決定した。

○閉会中に委員派遣を行うことを決定した。

　（３）議案の要旨・附帯決議

○成立した議案

　　　　北方地域旧漁業権者等に対する特別措置に関する法律の一部を改正する法律案

　　　　（衆第３号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　【要旨】

　本法律案は、北方地域旧漁業権者等の範囲を拡大し、これらの者の営む漁業その他の事

業又はその生活に必要な資金を貸し付けることができることとするものであり、その主な

内容は次のとおりである。

一、昭和20年8月15日まで引き続き６月以上北方地域に生活の本拠を有していた者の子で

　あって、同日以前６月未満の期間内に北方地域で出生し、かつ、引き続き同日まで北方

　地域にいた者、及び同日後に北方地域で出生した者を、新たに元居住者に加える。

二、生前承継制度を補完するための死後承継制度を創設し、元居住者又は旧漁業権者の死

　後承継者が生前承継することなく死亡した場合、生前中にその主たる生計を維持してい

　た子又は孫のうち１人に限り承継を可能にする。

三、この法律は、平成20年４月１日から施行する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　【附帯決議】

　政府及び関係者は、本法の施行に当たり、次の諸点について適切な措置を講ずるよう配

慮すべきである。

一、独立行政法人北方領土問題対策協会が行う融資業務について、業務の効率性、透明性、

　公平性等に十分な配慮をするよう指導すること。

二、第164回国会において成立した行政改革推進法の趣旨に基づき、独立行政法人北方領

　土問題対策協会の組織等の見直しを適切に行うこと。

三、我が国固有の領土である北方領土の早期返還実現のため体制強化を図るとともに、よ

　り一層返還要求運動の推進を行うこと。

四、北方領土隣接地域の活性化のため、振興対策の拡充強化を図ること。



五、北方四島周辺水域において日本漁船が銃撃・だ捕されたことにかんがみ、政府はその

　再発防止と同水域の安全操業の確保に努めること。

六、北方四島交流事業等に係る使用船舶の新造に早急に着手すること。

　　右決議する。




